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■本セミナーは整理券制です。
■当日8:30より、1F ホワイエの整理券配布デスクにて、整理券の配布を予定
　しております。
■セミナー開始後5分を過ぎてもご来場されない場合、お食事の引き換えが
　できかねますので予めご了承ください。



　塩基性線維芽細胞増殖因子（FGF-2）を有効成分とする世界初の歯周組織再生剤「リグロスⓇ」が誕生し7年近く経過しました。
この間、我国の歯周外科治療、とりわけ歯周組織再生療法に大きな変化が生じていると感じています。リグロスⓇが登場する
までの歯周組織再生療法は、1980年代初めに歯周組織誘導再生法（GTR法）が開発され、その後、使用法の簡便な歯周組織
再生材料としてエナメルマトリックスタンパクが登場し、臨床応用されてきました。しかしながら、これらの歯周組織再生
療法は、人工膜を設置するなど手技的に難易度が高かったり、動物由来製品であるといった点に加え、概ね保険診療外の
治療として実施されてきたため、我国での普及には制限がありました。そのような状況の中、我々の研究室では、強力な血管
新生作用と間葉系細胞の増殖誘導能を有するFGF-2に注目し、1990年代初頭から科研製薬（株）との共同研究のもと、より
簡便で有効な新規のFGF-2を有効成分とする歯周組織再生用医薬品の開発に取り組みました。そして、その治験では歯周病
学会の多くの会員の方々のご協力を得て、20年以上の研究・開発期間を経て、2016年に「リグロスⓇ」が誕生しました。
　リグロスⓇが臨床応用されて以降、多数の臨床例の報告や臨床研究が実施され、リグロスⓇを用いた歯周組織再生療法に
関する知見の集積とその効果や術式の再確認や検証が積極的に行われています。また、リグロスⓇと骨補填材との併用療法が
実施され、骨補填材との併用によりリグロスⓇの再生効果が増強される可能性が明らかにされています。　   一方、リグロスⓇ

開発時の治験や発売後の市販直後調査では明らかになっていなかった副作用（軟組織の硬結・肥厚）も明らかになり、使用
時の注意点もより明確になっています。
　今回のセミナーでは、これまであまり語られてこなかったリグロスⓇの開発を通じて明らかとなった歯周組織再生療法の評価
に関する問題点についてお話ししたいと思います。そして、リグロスⓇを単独で用いた歯周組織再生療法の臨床成績とともに、
大阪大学で行ったリグロスⓇとβ-リン酸3カルシウム（β-TCP）や炭酸アパタイトをはじめとする補填材との併用療法の治療
効果や安全性についてお話しし、リグロスⓇを用いた歯周組織再生療法の治療効果の増大や応用の可能性について、皆様に
情報提供したいと思います。
　現在、リグロスⓇ誕生後初めてとなる「歯周病患者における再生治療のガイドライン」の改訂が進められています。本セミ
ナーが、リグロスⓇを用いた歯周組織再生療法に関する理解を深め、その発展に寄与するとともに、今後の新たな歯周組織
再生療法開発の参考になれば幸いです。
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